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1．はじめに  
トンネル建設のための地質調査では、弾性波探査と電気探査が実施されている例が多いが、得られた弾性波速度  
や比抵抗値を直接設計に結びつけられることは少ない。設計においては、地質構造の把握が重要となるため、岩盤  
の間隙率、飽和度などの物性値を把握することは重要である。1）   
本研究では、トンネルを計画・設計するにあたって、事前調査としてよく利用される弾性波探査と電気探査に着  
目し、弾性波速度および比抵抗値と間隙率、飽和度との関係についての定量的な把握を目的として室内試験を行い、  
それぞれの関係について検討した。そして、室内試験から得られた関係を用いて、原位置での弾性波速度および比  
抵抗値の測定結果を間隙率、飽和度に変換するシステム化を図り、原位置岩盤との比較を行うことで、変換システ  
ムの妥当性を検討するとともに、トンネル支保設計への適用性についても検討を行った。  
2．変換解析概要   
弾性波速度と比抵抗値は、地盤を評価する上で異なる物理量として扱われている。しかし、これら二つの物理量  
は、それぞれ飽和度と有効間隙率の関係を有することから、飽和度と有効間隙率をパラメータとして関係付けるこ  
とができる。このことから、原位置で行われた弾性波速度と比抵抗測定結果を用いて、有効間隙率と飽和度に変換  
するジョイントインバージョン（以下、変換解析と称する）を図った。  
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変換解析に用いる関係式として、弾性波速度は、Wyllie2）の式である次式を用いた。  
¢・（トSr）  L＿吐二む．む聖．   
（り  
Vp V．n Vr  V．  
Ⅵ：岩盤の弾性波速度，Vm：テストピースの弾性波速度，  
Vf：間隙水の弾性波速度，Va：間隙空気の弾性波速度，¢：間隙率，Sr：飽和度  
また、比抵抗については、本研究から得られた実験式を用いた。   
p＝m・訃‾β・¢‾〝  
p：比抵抗値，m，n，B：地質の違いによる係数  
（2）  
このように、式（1）および式（2）は、各岩石要素について、有効間隙率と飽和度をパラメータとして、それぞれ以下  
に示す式（3）および式（4）で示すことができる。  
り＝′（¢，斗）  
p＝g（¢，放）   
したがって、弾性波速度および比抵抗が既知であれば、有  
効間隙率と飽和度を含む2変数の連立方程式は、岩石要素  
ごとに解析的に解くことで有効間隙率と飽和度を求めるこ  
とができる。   
図－1は、変換解析のフローを示したものである。本研究  
での変換解析に用いる入力値は、EM探査もしくは高密度  
電気探査によって求めた比抵抗分布と高密度弾性波探査に  
よって求めた弾性波速度分布からの値を用いた。これらの  
探査結果より岩石要素ごとに一対の比抵抗値と弾性波速度  
が求められる。比抵抗値と弾性波速度の値を用いて変換解  
析を行う前には、鞘1）において、テストピースの弾性波速  
度（Vm）、間隙水の弾性波速度（Vf）、間隙空気の弾性波速度  
（Ⅵ）、式（2）において、地質の違いによる係数（m，n，B）を変換  
パラメー タとして設定する必要がある。変換パラメータの  
設定を行った後に、変換解析を行うことで対象地盤の間隙  
図－1変換解析フロー  
率分布、飽和度分布、体積含水率分布を求めることができ  
る。これらより求められた間隙率分布を用い、ボーリング等で岩級分布が既知の位置で間隙率から岩級区分等へ変  
換を行うことにより掘削地点の地山区分、間隙率と飽和度の積から体積含水率を求め、体積含水率の急変箇所から  
湧水の推定等を行う。このような流れのように変換解析を行うことによって、それぞれ単独で評価されていた弾性  
波探査や比抵抗探査の結果をより定量的に評価することができる。  
3．変換パラメータの設定手法  
3．1室内実験概要   
変換パラメータは、検討地点におけるボーリングコア供試体を用いて、室内実験により比抵抗と弾性波を測定す  
ることで設定する。本研究では、我々によって開発された比抵抗および弾性波同時測定器3）を用いて室内実験を行  
った。  
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図－2 は、今回使用した同時測定システムの弾性  
波計測システム構成を示す。測定システム構成に関  
しては、①wAVE FACTORY、②HIGH SPEED POWER  
AMPLIFILER、③AESENSOR、④sIMULTANEOUSMESURED，  
⑤pEAMPLIFER、⑥DISCRIMINATOR、⑦oscILLOSCOPE  
である。信号源であるWAVE FACTORYは、パルス波  
を発生し、その信号は、増幅器である HIGH SPEED  
POWER A”PLIFILERにより増幅され、 
面に取り付けたAEセンサ（AE－900S－WB：NF回路ブ  
ロック製）に送られる。その信号により、そのAE  
センサを◆振動させ、他方の側面に取り付けたAEセ  
ンサで受信する。その受信された波形は、  
PEAMPLIFERおよびDISCRIMINATORなどで増幅し、  
OSCILLOSCOPE（デジタル・フォスフア・オシロスコ  
ープ：NF回路ブロック製）に表示される。また、  
表示された波形は、OSCILLOSCOPEにより、ファイ  
ルに読み込み、到達時間から弾性波速度を求める。   
国－3 は、今回使用した比抵抗および弾性波同時  
測定装置を示している。この装置は、従来の比抵抗  
測定器に使用していたGS式サンプルホルダー4）に、  
側面からAEセンサを接触させ、供試体における弾  
性波速度および比抵抗値の同時測定を可能にする  
ために開発した測定装置である。   
比抵抗測定には、小型デジタルスタッキング式比  
抵抗計であるODEL－2121miniOHMを用いた。電極配  
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園－2 弾性波計測システム  
図－3 比抵抗および弾性波同時測定器（平面図）  
置は、C．C2を電流電極、P．P2を電位電極として岩石供試体の左右に銅メッシュシートおよび、電極と岩石供試体の間  
に生じる接地抵抗を低減させるために、硫酸銅溶液（0．1N）を含んだ濾紙を交互に挟んでいる。  
3．2 変換パラメータの設定手法   
変換解析に用いる比抵抗の関係式は、室内実験の測定結果から比抵抗と飽和度、比抵抗と有効間隙率、それぞれ  
の関係を求めて導いた式である。   
比抵抗値は、飽和度が減少するにしたがい、指数関数的に増加する関係があり、次のような関係式が得られる。  
p＝A・Sr‾B  （5）  
p：岩石の比抵抗（n・m），Sr：飽和度，A：飽和状態の比抵抗ps（Q・m）  
B：指数   
また、飽和状態での比抵抗と有効間隙率の関係からは、次式に示すような関係式が得られる。  
A＝βs＝m・¢‾n  
（6）  
m：係数，n：指数  
よって、これらの関係を求めることにより、変換パラメータであるB，m，nを設定することができる。  
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弾性波速度における変換パラメータは、室内実験により得られた弾性波速度の値をプロットした点と、Wyllieの  
式より求めた理論曲線に良い相関性があることから設定することができる。  
4．施エトンネルにおける施工記録との比較  
4．1施エトンネル概要   
対象とした地点は、TBM導坑先進切拡げ工法が採用されて  
いる施工トンネルである。対象地点は、路線選定のために  
比抵抗探査による事前調査が行われた西坑口から200m付近  
である。同地点は、調査結果による設計パターンと実施パ  
ターンが整合せず、むしろ逆転している状況が認められ、  
これらの差について検討を行うため、トンネル施工位置で  
あるTBM坑側壁からわ高密度弾性波探査およびEM探査が  
200m区間にわたって実施された。本研究においては、これ  
ら複合探査結果を用いて変換解析を行い、施工記録との比  
較を行うことで、本システムの支保・設計への適用性につ  
いて検討を行った。  
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園－4 飽和時の比抵抗と有効間隙率の関係  
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4．2 変換パラメータの設定   
今回対象とした地点におけるボーリングコアにおいては、  
本数が数少ないものであるため、当地点におけるパラメー  
タの決定には、本研究で構築されたデータベースを用いる  
ことによりパラメータの決定を行った。図－4は、データベ  
ースからの花崗岩における飽和時の比抵抗と間隙率の関係  
においてボーリングコア測定結果を併記して示したもので  
ある。同図より、ボーリングコアの測定結果とデータベー  
スから得られた近似曲線は、採取地点が違うもののほぼ一  
致していることがわかる。   
図－5は、弾性波速度と飽和度の関係を示している。同図  
は、ボーリングコアからの測定結果に、Wyllie2）の式より  
求めた理琴曲線を併記したものである。これらの測定値と  
理論曲線との関係は、良い相関をもつことが認められる。  
よって、本解析では、以上のことから求められた変換パラ  
メータを用いることとする．表－1に、変換解析に用いた変  
換パラメータを示す。  
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飽和虔 計  
図－5 弾性波速度と飽和度の関係  
表－1変換パラメータ  
m   4＿23  
変換パラメータ  n   1＿30  
B   2．63   
岩石実質部の弾性波速度   Vm   5500m／so¢   
間隙水の弾性波速度   ∨†   1500m／＄e¢   
空気の弾性波速度   ∨．   330m／sec   
4．3変換結果と穿孔エネルギーの比較   
図一6は、変換結果である間隙率分布と穿孔エネルギーを比較したものである。穿孔エネルギーとは、単位体積あ  
たりの岩盤を穿孔するのに要したエネルギーを示しており、硬質な岩盤ほど穿孔エネルギー倍は大きな借を示す特  
徴を有する5）。  
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穿孔エネルギーのデータからは、穿孔エネルギーが  
大きくなる区間があるのが確認できる。この区間にお  
いて、変換結果と照らし合わせてみると、間隙率分布  
が低い値を示していることが確認できる。つまり，硬  
質で良好な岩盤であったことがわかる。これらの傾向  
から、穿孔エネルギーと変換結果において整合性が認  
められたことによって、変換結果である間隙率分布が  
地質状況の変化を示していることが確認できた。  
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4．4 変換結果と坑壁地質展開図の比較   
図－7は、変換結果から得られた体積含水率分布と坑  
壁地質展開図6）の比較を示したものである。同図より、  
変換結果から得られた体積含水率分布が高い部分にお  
いては、坑壁地質展開図より、湧水箇所が多く認めら  
れた。しかしながら、当該地点においては全体的に体  
積含水率が低く、体積含水率分布における急変箇所が  
認められなかった。すなわち、透水層と不透水層の境  
界が見られず、湧水箇所は推定されないと考えられる。  
この区間においては、トンネル施工時における湧水評  
価として、坑壁地質展開図からも見られるように、に  
じみ出る程度の湧水地点が数箇所見られる程度であり、  
施工時に問題となりうる毎分数リットルに及ぶ、目立  
った湧水箇所は認められなかった。今後、湧水量が認  
められる地点での変換結果を用いた評価を行い検討す  
る必要性があるが、これらの結果より、変換結果であ  
る体積含水率分布が湧水箇所の推定に有効である可能  
性を示している。  
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図－6 間隙率分布と穿孔エネルギーの比較  
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同一7 体積含水率分布と坑壁地質展開図の比較  
4．5 変換結果とTMB支保実施パターンの比較   
図－8は、施工記録における支保実施パターン  
と変換結果から得られた間隙率分布を比較し  
たものである。支保パターンは、CI、CⅡ、  
DIの順に、より強固なものとなっている。支  
保実施パターンは、TBMの機械データや実際の  
岩盤状況などから総合的に判断して決められ  
ているので、岩盤が不安定な状況であればある  
ほど、より強固な支保パターンが用いられる。  
≡撃≡  
0  4  8  12  （％）   
同一8 変換結果（間隙率分布）と支保実施パターンの比較   
支保実施パターンと変換解析より求めた間隙率分布を比較すると、DIパター ンの区間は、他の部分よりも全体  
的に間隙率の借が大きくなっていることから、よい一致を示しているといえる。また、CIパター ン、CⅡパター  
ンにおいても同様のことが確認できた。図一9は、各支保パターン（CI・CⅡ・DI）の区間内に含まれる間隙率の割合  
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をヒストグラムで示した図である。表－2は、各支保パ  
ターンの区間に分布する間隙率の平均値、間隙率の割  
合分布についての標準偏差、変動係数の値を示したも  
のである。国－9より、各支保パターンにおいての間隙  
率の割合分布は、ほぼ正規分布していることが分かる。  
また、最も多く含まれる間隙率の値が、DI、CⅡ、C  
Iの順に、9．00％～9．99％、8．00％～8．99％、5．00％～5．99％  
と小さくなっていることが確認できた。また、間隙率  
分布の平均値についても同様のことが確認できた。こ  
れらは、間隙率が大きいほど、より強固な支保パター  
ンを用いていることをよく表しているといえる。以上  
のことから、変換結果とTBM支保実施パターンがよく  
整合していること認められ、研究で提案した変換解析  
手法がトンネル支保・設計に対し十分有用であること  
が実証された。  
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図－9 各支保パターンに含まれる間隙率の割合分布  
表－2 各支保パターンにおける平均値・標準偏差・変動係数  
平均値  標準偏差  変動係数   
CI   6．08   2．50   0．41   
CⅡ   7．41   2．64   0．36   
DI   9．41   1．73   0．18  
5．まとめ  
本研究では、事前探査として行われる弾性波および比抵抗の測定結果を用い、設計・施工時の有効な指標になる  
と考えられる間隙率と飽和度に変換するシステム化を図った。以下に、本研究により得られた知見を示す。  
① 変換解析より得られた間隙率分布に対して、施工記録における穿孔エネルギーとよく対応することが認められ、   
変換解析より得られた結果は、地質構造を推定する上で有用であることが示された。  
② 変換解析より得られた体積含水率分布に対して、対象とした区間において湧水が推定されないという結果では  
あるが、変換結果である体積含水率分布が湧水箇所の推定に有効である可能性が示された。  
③ 変換解析から得られた間隙率分布に対して、施工実績におけるTBM支保実施パターンが非常によく整合してい  
ることが認められ、本システムがトンネル支保・設計に対し有効なツールであることが示された。   
以上のことから、本研究で提案した弾性波速度と比抵抗値から有効間隙率と飽和度を求める変換解析が、トンネ  
ル等の地盤構造物における地質構造を把握する上で、有効な評価手法となることが示された。  
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